
事案書（■経営会議  □調整会議） 

開催日：平成２３年 ５月２３日（月） 

 担当課：健康福祉部 健康づくり推進課 

件  名： 健康診査事業における大腸がん検診の全額公費助成の導入について 

提出理由：大腸がん検診の受診促進を図るため、大腸がん検診推進事業を実施したいため 

内  容 

１ 背 景 

・大腸がんは、年間の罹患者数が全国で約 10万

人、死亡者数が約４万と、我が国にとって発

症率の高いがんである。特に、働き盛りの 40

歳代後半から罹患者数、死亡者数ともに増加

している。 

・一方、大腸がんの治癒率は約 70％と高く、ま

た早期であれば 100％近く完治可能であり、早

期発見のための検診の重要性が高い。 

・平成 21年の本市における大腸がんによる死亡

者数は 68 人であり、がんによる死亡者数 525

人の約 13％となっている。 

・平成 23年４月に、一定の年齢に達した者を対

象にした受診者数の拡大を図る国の補助制度

が創設された。 

 

２ 事業の内容 

(1)現行の大腸がん検診の概要 

・本市では、40 歳以上のすべての市民を対象に

集団検診として市内５会場で 63回、施設検診

として 62医療機関で実施している。 

・財源については、従前の国・県・市 1/3 ずつ

の負担割合から、平成 10年度に地方交付税措

置となり、市の単独負担となっている。 

・受診者の自己負担額は、集団検診の場合に 500

円、施設検診の場合に 700 円を徴収している。 

 

(2)変更点等 

・乳がん検診及び子宮がん検診に加え、新たに

大腸がん検診に、クーポン券制度による全額

公費負担制度を導入する。 

・今年度、クーポン券の発行日前に大腸がん検

診を受診した対象者には、自己負担相当額の

補助（償還払い）を行う。 

 

(3)全額公費負担の対象者 

国の実施要綱に定める基準日（平成 23 年４

月 20 日）時点において、本市に住民登録、外

国人登録のある 40、45、50、55及び 60歳の者 

 

(4) クーポン券有効期限 

平成 23年８月１日～平成 24年２月 29日 

 

(5) 償還払い実施期間 

平成 23年８月１日～平成 24年３月 31日 

 

３ 受診見込者数 

  男性 8,380人×0.3(※)＝2,514 人 

  女性 7,687人×0.7(※)＝5,380 人 計 7,894人 

7,894人×38.0％（受診率） 

≒ 3,000人 

  ※事業所内検診の受診者などに対する控除係数 

 

４ 償還払い見込者数 

  300人 

 

５ 事業費見込み 

役務費                 ：   935千円 

委託費          ： 11,471千円 

  負担金、補助及び交付金  ：  190千円 

  合 計          ： 12,596千円 

 

６ 歳入見込 

   疾病予防対策事業費等補助金 

6,298千円（補助率 1/2） 

 

７ 事業周知の方法 

・平成 23年７月１日号「広報やまと」で実施内

容を周知（予定）。 

・７月中旬にクーポン券及び検診手帳を対象者

へ郵送。 

 

経  過 
H 4.4 大腸がん検診を集団検診により実施 
H20.4 大腸がん検診に施設検診を導入 
H23.4 平成 23 年度がん検診推進事業実施要綱

（国）制定 

今後の予定 

H23.7 実施要綱制定 

   市民への周知 

H23.8 事業開始 

 


